
計算書類に対する注記 (法人全体用)

1.継 続事業の前提に関する注記

篭続喜斬 )前提、こ重要t疑義を生しさせる事集や状況 :よ有 |:ま せ■

2.重 要な会計方針

(1)国定資産の減価償却の方法

・平成19年3月 31日 以前に取得した有形箇定資産

取得価額の1幅を残存価額とし取得価額に償却率を乗ずるする定額法t耐用年数到来時

においても使用する資産はそれまでの償却方法を延長し備忘価額 (1円 )ま で償却を行う。

'平成19年4月 1日 移行に取得した有形固定資産

残存価額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額 (1円 )を控除した金額に達する

まで償鶏する、償却率を乗ずる定額法こ

・無形轟定資産

当初より残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法、

(2)ワ :当金の計上基準

・機 給与ラ:当金

石川県金沢市社会福祉協議会退職共済制度に基づき、期末退職金要支給額を計上しています.

・賞与引当金…職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上しています。

当法人:こ有価証券が有ります。

(3)有価証券の評価基準及び評価方法

。満期保有目的の債権等一償却原価法 (定額法)

重要な会計方針の変更

特になし

法人で採用する退職給付制度

議入している退職共済制度は、次のとおりでオ
=

,確定給付型退職給付制度 一 石川県金沢市社会福祉協議会が主催する退職共済制度

・確定提出型退職給付鋼度 ― 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度

法人が作成する計算書類等 と拠点区分、サー ビス区分

当法人が作成する計算書類は以下の通りになっています。

(1)法人全体の計算書類

(第 1号の 1様式、第 2号の 1様式、第 3号の 1様式)

(第 1号の 3様式、第 2号の3様式、第 3号の3様式)

(2)社会福祉事業、公益事業区分における事業区分計算書

(第 1号の 2様式、第2号の 2様式、第3号の2様式)

で3)本部、愛育保育園、福祉センター、きつき苑、児童クラブ、居宅介護支援拠点区分にお|十る拠点区分計算書

(第 1号の4様式、第 2号の4様式、第 3号の4様式)

3

4

5

6.基 本財産の増減の内容及び金額



基本財産(o増減の内容及び全額は以下のとおりです.

(単位 :円 )

基本ヨオ産 (「種 類 前朝十残高 当期増η口額 当期減少額 当期末蒙高

二地 101.t'94.Oo0 101,994,000

建|■ 30.075,489 602,110 2,884,073 27.793,526

モ朝預金

静計 132.000、 189 602,110 2,384,073 129,787.526

7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分 に係 る国庫補助金等特別積立金の取 崩 し

該当なし

8.満 期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価損、時価及び評価損益

S

10

1  1

12

13

有価証券■1:._資壼状況 :ま 番拠点参申 .

担保 ■ヽ供してヽヽる資産

言亥当′TI_

関連当事者 との取引の内容

言i当 な l_

重要な偶発債務

言亥当な し

重要 な後発事象

言1当 .■ .

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

(1)会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

(2,新た:こ採用した会計処理に関する事項 ― 該当なし

(3ゝ 勘定科目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

(4う 法令,所轄庁の通熟等で特に説明を求められている事項 一 該当なし



計算書類に対する注記 (本部用)

1.継 続事業の前提に関する注記

避続事業の前提に重要な疑義ぞ生しさせる事象や状況 :ま育 :‐ ■七―_

2.重 要 な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・平成19年3月 31日 以前に取得した有形固定資産

取得価額の1幅を残存価額とし取得価額に償却率を乗ずるする定額法=耐用年数到来時

においても使用する資産はそれまでの償燕方法を延長し備忘価額 (1円 )まで償却を行う。

・平成19年 4月 1日 移行に取得した有形固定資産

残存価額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額 (1円 )を控除した金額に達する

まで償却する、償却率を乗ずる定額法.

・無形置定資産

当初より残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法.

(2)ワ 1当金の計上基準

・賞与31当金…該当なしぅ

有価証券はありません。

3.重 要な会計方針の変更

該当な L.

4.採 用する退職給付制度

該当なL

5,拠 点が作成する計算書類等 と拠点区分

当拠点が作成する計算書類は以下の通りになっています。

(1)本部の計算書類 (第 1号の4様式、第 2号の4様式、第3号の4様式)

(2)本部拠点区分事業活動明細書 (会議基準別鰊 )は省略している。

(3)本部拠点区分資金収支明細書 (会計基準別紙3)1ま省略している。

6.基 本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額 :ま以下のとおりです.

1単位 :円 |

基本貯産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土 地

建均

三期預壼

き計

7.1基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分 に係 る国庫補助金等特別積立金の取崩 し



該当なし

8.満 期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なヒ

9.関 連当事者 との取引の内容

10

ヨ亥当イミし

重要な偶発債務

該当た t

重要な後発事象

該当た |

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

1  1

12

(1)会計処理上の見積方法の変更 一 該当なし

く2)新たに採用した会計処理に関する事項 ― 該当なし

(3)動定科目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

く4)法今、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 ― 該当なし



計算書類に対する注記 (福祉センター用)

1.継 続事業の前提に関す る注記

姓続事業 I」前提に重要た疑義を生 しさせる事実や状況:I有 :ミ t‐

2.重 要 な会計方針

(1)固定資産の減価償おの方法

・平成19年3月 31日 以前に取得した有形固定資産

取得価額の1係を残存価額とし取得価額に償却率を乗ずるする定額法r耐用年数到来時

:こおいても使理する資産はそれまでの償却方法を延長し備忘価額 (1円 )ま で償却を行う。

,平成19年 4月 1日 移行に取得した有形固定資産

残存価額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額 (1円 )を控除した金額に達する

まで償却する、償却率を乗ずる定額法c

,無形固定資産

当初より残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法、

(2)31当 金の計上基準

・退職給与引当金

石り|:県金沢市退職共済制度に基づき、期末退職金要支給額を計上しています。

・賞与引当金…職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上しています。

当法人に有価証券及びリース資産は有りません。

重要な会計方針の変更

特になし

採用する退職給付制度

加入 Lている退職共済制度は、次のとおりです。

・確定給付型退職綸付制度 一 石川県金沢市社会福祉協議会が主催する退職共済制度

5.拠 点が作成する計算書類等と拠点区分

当法人が作成する計算書類は以下の通りになっていますさ

(1)福祉センター拠点区分の計算書類 (第 1号の4様式、第 2号の4様式、第 3号の4様式う

(2)福祉センター拠点区分事業活動明細書 (会計基準別紙 4)|ま省略している。

(3)福祉センター拠点区分資金収支明細書 (会計基準別紙3):ま省略している。

6.基 本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額 ,ま以下″)とお
`で
十
=

(単位 :円 )

3

4

基本貯産(種類 前期末褒高 当期増加額 当胡減少額 当期末磯高

土地 2=.137.64S 27.437,643

建

"
12,280.421 602.110 683.777 12,198,754

=期
預壼

会計 39、 718,069 602,110 683,777 39、 δS6.402



7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

該当な t

8.満 期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

9

10

1  1

12

13

該当な L

担保に供 している資産

言′当なし

関連当事者 との取引の内容

該当なし

重要な偶発債務

該当なし

重要な後発事象

該当なじ

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明 らかにするために必要な事項

`li会計処理上の見積方法の変更 一 該当なし

12,新たに採用した会計処理に関する事項 ― 該当なし

13)勘定科目の内容について特に説明を要する事項 一 該当なし

'4｀
法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 一 該当なし



計算書類に対する注記 (愛育保育園用)

1.継 続事 業の前提に関す る注記

継続事業〔`前提に重要な疑義を生
=さ
せる事象や状況 |ま百 11,ま せ ,し _

2.重 要 な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・平成19年3月 31日以前に取得した有形固定資産

敢得価額の10%を残存価額とし取得価額に償却率を乗ずるする定額法=耐用年数到来時

|こおいても使用する資産はそれまでの償却方法を延長し備忘価額 (1円 )まで償却を行う。

・平成19年4月 1日 移行に取得した有影固定資産

残存価額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額 (1円 )を控除した金額に達する

まで償却する、償導率を乗ずる定額法=

・無影霧定資産

当初より残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法,

(2)引当金の計上基準

'退職給与ラ:当金

石川県金沢市退職夫済制度に基づき、期末退職金要支給額を計上しています。

・賞与引当金…職員に対する賞与の支給|こ備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上しています。

当法人に有価証券及びリース資産は有りません。

重要な会計方針の変更

特になし

採用する退職給付制度

無ア、i_て ■る退Ji螢共済制度は、次
「 'こ
お●です.

・確定結付型退職給付制度 一 石川県金沢市社会福祉協議会が三催十る退職共済制度

・確定拠出型退職給付制度 ― 独立行政法人医療福祉機構が主催十る退職共済制度

5.拠 点が作成する計算書類等 と拠点区分

当拠点が作成する計算書類は以下の通りになっていますt

(1)愛育保育園拠点区分の計算書類 (第 1号の4様式、第 2号の4様式、第 3号の4様式)

(2)愛育保育圏鍵点区分事業活動明細書 (会計基準別紙4)は省略している。

(3)愛育保育園拠点区分資金収支明細書 (会計基準男せ紙3);ま省略している。

6^基 本財産の増減の内容及び金額

基本財産√う増減 F'内容及び金額は以
~F「
、こお |で‐.

(単位 :円 )

3

4

基本員す壱、■種類 前襲末姜高 当却増加額 当期減少篠 当期末残高

土地 22、 1lS、 104 22,1lS,104

建

"
3,707,126 589,475 3、 117.651

=聾
預壼

合計 25、 825,830 589,475 25,235,755



7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

該当なt

8,満 期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

9

該当t=

担保に供 している資産

議当なし

関連当事者との取引の内容

該当なし

重要な偶発債務

該当なし

重要な後発事象

該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明 らかにするために必要な事項

111会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

(2)新たに採用した会計処理に関する事項 一 該当なし

13:勘定科目の内容について特に説明を要する要項 一 該当なし

41｀ 法令、新轄庁の通知等で特に説明を求められている≡項 一 該当なし

10

11

12

13



計算書類に対する注記 (さ つき苑用)

1.継 続事業の前提に関する注記

泄続事業I)前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況 |よ有 .'ま せ ..

2.重 要 な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・平成19年3月 31日 以前に取得した有形固定資産

取得価額¢)l儡を残存価額とし取得価額に償却率を乗ずるする定額法=耐用年数到来時

においても使用する資産はそれまでの償薄方法を延長し備忘価額(1円 )まで償却を行う。

・平成19年4月 1日移行に取得した有形固定資産

残存価額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額 (1円 )を控除した金額に達する

まで償却する、償却率を乗ずる定額法t

・無形固定資産

当初より残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法.

(2)5:当 金の計上基準

・退職給与うl当金

石川県金沢市退職共済制度に基づき、期末退職金要支給額を計上しています。

・賞与|1当金…職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上しています。

当施設に有価証券はあります。

(:3,有価証券の評価基準及び評価方法

・滴期保有目的の債権等―償却原価法 (定額法)

3.重 要な会計方針の変更

持になし_

4.採 用する退職給付制度

加入している退職共済制度は、次C)と おりで十,

・確定給付型退職給付制度 ― 百
"1県

金沢市社会福祉協議会が三催十る退職共済制度

・確定拠出型退II歳織付制度 ― 独立行政法人医療福祉機構が主催十る退職共済制度

5.拠 点が作成する計算書類等と拠点区分

当施設が作成する計算書類は以下の通り1こなっています。

(1)き つき苑拠点区分の計算書類 (第 1号の4様式、第 2号の4様式、第 3号の4様式)

(2)さ つき苑拠点区分事業活動明細書 (会計基準別紙4)は省略している。

(3)き つき苑拠点区分資金収支明細書 (会計基準別紙 3)(ま省略している。

6.基 本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の肉容及び金額ほ以下のとおりです:



t単位 :円 1

基本町藍 1■種類 前岬玉葉高 当壌増加額 当期衰 ,'額 当期末残高

土地 52,438.248 52,438,248

竜キ' 14,087,942 1,159,237 12,928、 705

=網
預壼

合計 66.5.16.19イ ) 1,159,237 65,366,958

7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分に係 る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

該当なし

8.満 期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

大和証券
=本
社社債 :購入額10.000.000円  時価10.003.00(濯  評価益3.()0(輌 .

マ
']アン
ツ生命軍全保険 :購入額5000、 000円  時価4、 SS5.531円 評価鼻 14.469円

筆311回利付国債 、10年 : :購入額15.000,01,0円  時価15、 173.075円 評価益273,075円

軍1回 ｀ヨタ魯動車AA型株式 :購 入額10.598、 864円

9.担 保に供 している資産

該当な L

10、 関連当事者 との取引の内容

該当なし

11,重 要な偶発債務

該当なし

12.重 要 な後発 事 象

該当なし

13.そ の他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明 らかにするために必要な事項

イ1′ 会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

12・ 新たに採用した会計処理に関する事項 一 該当なし

'131勘定科目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

4ヽ'法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 ― 該当なし



計算書類に対する注記 (児童クラブ用 )

1.継 続事業の前提に関する注記

維続事難
'前
提二重要な疑義を生しききる喜表や状況 :て有 ||ま せ・_

2.重 要な会計方針

(1)固定資産の減価償諄の方法

'平成1弊関月31日 以前に取得した有形置定資産

取得価額の10%を残存価額とし取得価額 :こ債薄率を乗ずるする定額法`耐用年数到莱時

においても使用する資産はそれまでの償却方法を延長し備忘続額 (1再 )まで償部を行う。

'平成19年 4月 1轟 1移行に取得した有形固定資産

残存儘額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額 (1円 )を控除した金額に達する

まで償課する、償難率を乗ずる足額法こ

,無形置定資産

当初よ摯残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法.

(2)引当金の計上基準

・機 給与ラ1当 金

石り::祭金沢市退職共済制度に基づき、期末退職金要支給額を計上しています。

・賞与引当金…織員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上しています。

当法人:こ有価証券及びリース資産は有りませんで

重要な会計方針の変更

特になし

採用する退職給付制度

驚入している退職共済制度は、次のとおりです。

・確定給付型退職給付鋼菫 一 石川県金沢市社会福祉協議会が主催する退職共済制度

5.拠 点が作成する計算書類等 と拠点区分

当拠点が作成する計算書類は以下の通りになっています。

(1)児童クラデ1拠点区分の計算書類 (第 1号の4様式、第 2号の4様式、第 3号の4様式)

(2)児童クラブ拠点区分事業活動明細書 (会計基準別紙4):ま省略している。

(3ヽ 1,見童クラブ拠点区分資金収支明細書 (会議基準別紙 3)(ま省略している.

6.基 本財産の増減の内容及 び金額

基本貯産√う増減o内容及び金額:"‐■下
「
)と お■です.

(単位 :円〕

3

4

基本時産 t「1種類 前効ま贅高 」]期増ηヨ額 当期減i'額 当期末残高

土地

建■ 451.584 -451,584

定朗預笙

さ計 151,584 -151,584



7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

該当なし

8.溝 期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

9

該当な し

担保に供 している資産

該 当 ■ 1_

関連当事者 との取引の内容

該当なし

重要な偶発債務

該当なし

重要な後発事象

該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明 らかにするために必要な事項

,1,会計処理上の見積方法の変更 一 該当なし

(2,新たに採用した会計処理に関する事項 ― 該当なし

(3う 勘定科目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

「4,法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 ― 該当なし

10

1  1

12

13



2

計算書類に対する注記 (居宅介護支援拠点区分用 )

継続事業の前提に関する注記

織続事業
i・
前提 :二重要な疑轟な生 ==七 4事多‐Ⅲ■ 1■有 ′=せ

′
_

重要な会計方針

(1)固定資産の減価償辞の方法
。平成爵年3聡 31日以前に取得した有形置定資産

取得価額の1儡を残存価額とし取得無額に償却率を乗ずるする定額法で耐用年数到来時

:こおいても使用する資産はそれまでの償却方法を延長し備忘個額 (1円 )まで償壽を行う。
・平成19年4月 1日 移行に取得した有形置定資産

壌存鷲額をゼ青とし償部累計額が取得価額から備忘価額 (1種 )を控除した金額に達する

まで償却する、償寒率を乗ずる定額法゛
・無形固定資産

当初より残存価額をゼロとし、償却事を乗ずる定額法。
(2)引 当金の計上基準
・退犠給与う:当金

石川県金沢市退職共済制度に基づき、期末退職金要支給額を計上しています。
・賞与号:当金…議員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上しています

重要な会計方針の変更

市
「
1指重監査t,I針によF.、 ・社妻福祉事業区分

=モ
↑護支援tン ●一拠点区分_女 |. I~公益事業区分署宅介護支援_ 移ヽ行

=

採用する退職給付制度

力饗入 1_■ tヽろ退職共済制度は、次 tT■
`お
■■■

~=

・確定給付型退職結付制費 ――石 111県全択市t二会福祉協議会
'三
催する退職共斉制獲

・確t撻出型退職給 1寸割曳 ― ■二行政注 :、医療福祉機構■`王催■て)退職共済制貸

拠点が作成する計算書類等 と拠点区分

当施設か
「
乍成する計草書編 iま以下の通 ¬、こな

`:て
いま十 _

‐1‐ 署モ 午護支援拠点区分FI計算書類 筆ヽ 1号
「 '4様

式 篤
=尋「
|.4様武_第 3姜 iⅢ ■様式|

2‐ 署電・ r護支援拠点区↑事業活動明細書 ・会計基準11」縦4.‐ ■省略 LI・ t_
■ ・署電 :}護支援拠点区分資金11ミ貢明綱書 ・

=計
基準号lj紙 31 まど目さこ〔1,t

6.基 本財産の増減の内容及び金額

基本財菫の増議の内容及び金額は以下のとおりであ乱

(単位 :円 )

3

4

5

墓薫導産■種類 前期 t残高 当期増力a額 当期願,額 当期玉残高

土地

建や

=朗
預=

投資有饉証寺

ご計



9

7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 し
該当なし

8,満 期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

担保に供 している資産

該当煮 |_

関連当事者 との取引の内容

該当なし

重要な偶発債務

該当なし

重要な後発事象

該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純 資産増減の状況並 びに資産 、負債

及 び純資産の状態 を明 らかにす るために必要な事項

10

1  1

12

13

1.会計処理上の見積方法の変更 一 該当なし

、2,新たに採用した会計処理に関する事項 一 該当なし

(3)勘定科自の内容について特に説明を要する事項 一 該当なし

,4:法令、所轄庁の通無等で特に説明を求められている事項 一 言亥当なし


